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  (百万円未満切捨て)

１．平成29年３月期第１四半期の連結業績（平成28年４月１日～平成28年６月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年３月期第１四半期 5,857 △0.4 △433 － △458 － △355 － 

28年３月期第１四半期 5,878 △4.6 △331 － △350 － △372 － 
 
（注）包括利益 29年３月期第１四半期 △553 百万円 （－％）   28年３月期第１四半期 △276 百万円 （－％） 

 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

29年３月期第１四半期 △28.69 － 

28年３月期第１四半期 △30.01 － 

 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

29年３月期第１四半期 16,487 2,305 14.0 185.71 

28年３月期 20,410 2,859 14.0 230.27 
 
（参考）自己資本 29年３月期第１四半期 2,303 百万円   28年３月期 2,855 百万円 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 
  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 
28年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 
29年３月期 －         
29年３月期（予想）   0.00 － 0.00 0.00 

 
（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 無    

 

 

３．平成29年３月期の連結業績予想（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

  （％表示は、対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 32,150 4.7 470 6.8 460 5.3 360 △5.2 29.03 
 
（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 無    

 

 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    

 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 無    

 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 有    
 

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                        ： 無    
 

④  修正再表示                                  ： 無    

(注)詳細は、添付資料３ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項(３)会計方針の変更・会計上の見積

りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年３月期１Ｑ 12,561,219 株 28年３月期 12,561,219 株 

②  期末自己株式数 29年３月期１Ｑ 159,789 株 28年３月期 159,373 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 29年３月期１Ｑ 12,401,638 株 28年３月期１Ｑ 12,407,065 株 

 

 
 

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示

時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表に対するレビュー手続きは終了しております。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料２ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報(３)連結業績予想などの将来予測

情報に関する説明」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、消費増税再延期、雇用・所得状勢の改善などから、ゆるやか

な景気の持ち直しが期待される反面、熊本地震、英国の欧州連合からの離脱、為替市場の変動や実質賃金の伸び悩

みなどにより先行きの不透明感は強い状況にあります。

 当情報サービス業界におきましても、ＩｏＴやＡＩ（人工知能）などへの注目度が上がる反面、顧客の投資意欲

が消極化する傾向が継続し、民需分野では企業規模の大小を問わずＩＣＴへの取組みに対して慎重な姿勢が強まり

ました。

 こうした環境のなか、当社グループは「お客さま第一」の方針のもと、「品質向上」への継続的な取組みによ

り、顧客満足度の高いサービスの提供に努めてまいりました。

 具体的な施策としては、お客さまの経営課題の解決をご支援するために、作業効率化支援ツールやオフィスの移

転・リニューアルの支援サービスなどの新しいビジネスに取組むとともに、自社商品である個別受注型生産管理シ

ステムの機能拡張版のリリースを行いました。また、工事ビジネスの設計、見積などの業務集中化、システム商談

の勝率アップを目的とした管理手法の刷新など、仕事の品質の向上に取組みました。

 この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、受注高66億81百万円（前年同期比97.2％）、売上高58億57百万

円（前年同期比99.6％）となりました。

 部門別に概観いたしますと、情報通信機器部門では、中堅企業層の顧客を中心とした情報化投資に対する厳しい

選別傾向は変わらず、受注高19億44百万円（前年同期比94.9％）と減少しましたが、セキュリティ犯罪に備えた監

視ツールなどの販売や、富士通株式会社および同社グループとの連携強化により、売上高は、19億11百万円（前年

同期比121.9％）と大幅に増加しました。

 ソリューションサービス部門では、受注高47億36百万円（前年同期比98.1％）、売上高39億45百万円（前年同期

比91.5％）となりました。同部門の内訳としては、ソフトウェアサービスでは、公共分野のソフトウェア開発にお

ける検収の延伸などにより、売上高は、21億46百万円（前年同期比83.4％）と減少しました。

 また、保守サービスでは、単価下落の影響は残るものの、保守契約が未締結であった既存顧客に対する契約促進

により、売上高は、12億65百万円（前年同期比108.5％）と増加しました。

 ネットワーク工事では、既存顧客を中心に堅調に案件拡大が図れた反面、大手顧客において請負工事の減少があ

り、売上高は、５億33百万円（前年同期比93.4％）と減少しました。

 利益面につきましては、一部子会社の減益や経費の増加などにより、営業損失４億33百万円（前年同期は営業損

失３億31百万円）、経常損失４億58百万円（前年同期は経常損失３億50百万円）となりました。

 また、法人税、住民税及び事業税ならびに法人税等調整額を計上した結果、親会社株主に帰属する四半期純損失

につきましては、３億55百万円（前年同期の親会社株主に帰属する四半期純損失３億72百万円）となりました。

 

＜当社グループの四半期業績の特性について＞

 情報サービス産業の特性として、ハードウェアならびにシステムの導入および更新が年度の節目である９月、３

月に集中する傾向にあるため、当社グループの売上高および利益は、第２四半期、第４四半期に増加する特性があ

ります。

 

（２）財政状態に関する説明

資産、負債及び純資産の状況

 当第１四半期連結会計期間末の資産につきましては、前連結会計年度末より39億23百万円減少し、164億87百万

円となりました。この主な要因は、前連結会計年度末に集中した売上に係る債権が順調に回収されたことにより受

取手形及び売掛金が29億73百万円減少し、また、借入金の返済等により現金及び預金が13億７百万円減少したこ

と、及び仕掛品が５億98百万円増加したことであります。

 負債につきましては、前連結会計年度末より33億69百万円減少し、141億81百万円となりました。この主な要因

は、支払手形及び買掛金が28億57百万円減少したことであります。

 純資産につきましては、前連結会計年度末より５億53百万円減少し、23億５百万円となりました。この主な要因

は、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上に伴う利益剰余金の減少によるものであります。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 業績予想は、平成28年５月13日公表時から変更しておりません。

 当第１四半期の業績は、概ね計画どおり推移しておりますが、様々な要因によって予想数値と異なる可能性があ

ります。

 今後、何らかの変化がある場合には適切に開示してまいります。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得す

る建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表への影響額はありません。 

 

（４）追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。 
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,939,260 2,631,715 

受取手形及び売掛金 7,442,662 4,469,231 

機器及び材料 14,199 9,992 

仕掛品 3,990,998 4,589,214 

その他 536,285 631,639 

貸倒引当金 △2,893 △2,026 

流動資産合計 15,920,512 12,329,767 

固定資産    

有形固定資産 1,314,952 1,307,023 

無形固定資産 218,978 219,523 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,098,595 1,772,870 

退職給付に係る資産 430,480 432,752 

その他 485,636 484,658 

貸倒引当金 △63,191 △63,405 

投資その他の資産合計 2,951,520 2,626,876 

固定資産合計 4,485,451 4,153,423 

繰延資産 4,728 4,193 

資産合計 20,410,692 16,487,384 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 5,870,964 3,013,421 

短期借入金 3,561,800 3,176,400 

1年内返済予定の長期借入金 317,040 317,200 

未払法人税等 86,847 29,979 

賞与引当金 312,200 120,600 

製品保証引当金 2,900 2,900 

その他 1,415,634 1,598,168 

流動負債合計 11,567,386 8,258,669 

固定負債    

新株予約権付社債 200,000 200,000 

長期借入金 195,310 303,630 

退職給付に係る負債 4,954,522 4,959,460 

繰延税金負債 438,000 282,703 

その他 196,202 177,415 

固定負債合計 5,984,035 5,923,209 

負債合計 17,551,422 14,181,879 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,654,257 3,654,257 

資本剰余金 305,789 305,789 

利益剰余金 △1,617,567 △1,973,339 

自己株式 △34,035 △34,096 

株主資本合計 2,308,442 1,952,610 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 681,119 470,597 

退職給付に係る調整累計額 △133,811 △120,112 

その他の包括利益累計額合計 547,308 350,484 

非支配株主持分 3,518 2,409 

純資産合計 2,859,270 2,305,505 

負債純資産合計 20,410,692 16,487,384 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 5,878,891 5,857,244 

売上原価 4,788,839 4,799,694 

売上総利益 1,090,051 1,057,549 

販売費及び一般管理費 1,421,158 1,491,039 

営業損失（△） △331,106 △433,490 

営業外収益    

受取利息 82 26 

受取配当金 11,834 12,067 

助成金収入 2,694 11,572 

貸倒引当金戻入額 － 653 

その他 6,734 5,536 

営業外収益合計 21,346 29,856 

営業外費用    

支払利息 21,920 23,321 

持分法による投資損失 7,990 26,120 

その他 11,077 5,389 

営業外費用合計 40,988 54,831 

経常損失（△） △350,748 △458,465 

特別利益    

投資有価証券売却益 165 1 

特別利益合計 165 1 

税金等調整前四半期純損失（△） △350,583 △458,464 

法人税、住民税及び事業税 13,885 18,059 

法人税等調整額 5,726 △119,643 

法人税等合計 19,612 △101,583 

四半期純損失（△） △370,195 △356,880 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
2,181 △1,108 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △372,377 △355,771 

 

- 6 -

大興電子通信㈱（8023）平成29年３月期 第１四半期決算短信



（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純損失（△） △370,195 △356,880 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 75,491 △210,465 

退職給付に係る調整額 16,794 13,698 

持分法適用会社に対する持分相当額 1,899 △57 

その他の包括利益合計 94,185 △196,824 

四半期包括利益 △276,009 △553,704 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △278,191 △552,595 

非支配株主に係る四半期包括利益 2,181 △1,108 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（重要な後発事象）

 資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分

 当社は、平成28年５月13日開催の取締役会において、下記の通り、平成28年６月24日開催の第63回定時株主総会

に、資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分について付議することを決議し、当該株主

総会において承認可決され、平成28年７月28日に効力が発生しております。 

 

（1）資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分の目的 

 本件は、繰越利益剰余金の欠損額を填補し、財務体質の健全化及び将来の資本政策の柔軟性を確保することを

主な目的として、会社法第447条第１項及び同法第448条第１項の規定に基づき、資本金、資本準備金及び利益準

備金の額の減少を行ったうえで、同法第452条の規定に基づき、繰越利益剰余金の欠損額の填補に充当するもの

です。 

 

（2）資本金及び資本準備金の額の減少の内容 

① 減少する資本金及び資本準備金の額 

 資本金  1,785,188,782円 

 資本準備金 272,811,048円 

② 資本金及び資本準備金の額の減少の方法 

 払い戻しを行わない無償減資とし、発行済株式総数を変更せず、資本金及び資本準備金の額のみ減少いたし

ます。 

 資本金の減少額1,785,188,782円及び資本準備金の減少額272,811,048円は、全額その他資本剰余金に振り替

える処理を行います。 

 

（3）利益準備金の額の減少の内容 

① 減少する利益準備金の額 

 利益準備金   2,494,535円

② 増加する繰越利益剰余金の額 

 繰越利益剰余金 2,494,535円 

 

（4）剰余金の処分の内容 

① 減少する剰余金の額 

 その他資本剰余金 2,057,999,830円

② 増加する剰余金の額 

 繰越利益剰余金  2,057,999,830円 

 

（5）その他の重要な事項 

 本件は、純資産の部における勘定科目の振替処理であり、現金及び預金の減少を伴うものではなく、当社の純

資産額や発行済株式総数に変動を生じるものではありません。また、個別業績及び連結業績に与える影響はござ

いません。 
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４．補足情報

（１）連結受注実績

(単位：千円)

期別 当第１四半期 前第１四半期 対前年

同期 

増減率 

前連結会計年度 

  (28.4.1～28.6.30) (27.4.1～27.6.30) (27.4.1～28.3.31) 

 部門・品目 受注高 構成比 受注高 構成比 受注高 構成比 

 

 

 

情報通信機器 

  %   % %   % 

1,944,796 29.1 2,048,994 29.8 △5.1 10,885,843 34.2

ソリュー 

ション 

サービス 

ソフトウェアサービス 2,797,757 41.9 3,023,572 44.0 △7.5 12,750,220 40.1

保守サービス 1,266,334 18.9 1,126,548 16.4 12.4 4,775,444 15.0

ネットワーク工事 672,291 10.1 676,713 9.8 △0.7 3,411,549 10.7

  小    計 4,736,383 70.9 4,826,834 70.2 △1.9 20,937,214 65.8

合    計 6,681,179 100.0 6,875,828 100.0 △2.8 31,823,057 100.0

 

（２）連結販売実績

(単位：千円)

期別 当第１四半期 前第１四半期 対前年

同期 

増減率 

前連結会計年度 

  (28.4.1～28.6.30) (27.4.1～27.6.30) (27.4.1～28.3.31) 

 部門・品目 販売高 構成比 販売高 構成比 販売高 構成比 

 

 

 

情報通信機器 

  %   % %   % 

1,911,622 32.6 1,567,643 26.7 21.9 10,113,575 32.9

ソリュー 

ション 

サービス 

 ソフトウェアサービス 2,146,439 36.7 2,573,905 43.8 △16.6 12,453,618 40.6

 保守サービス 1,265,387 21.6 1,165,792 19.8 8.5 4,965,289 16.2

 ネットワーク工事 533,794 9.1 571,549 9.7 △6.6 3,168,164 10.3

  小    計 3,945,622 67.4 4,311,248 73.3 △8.5 20,587,072 67.1

合    計 5,857,244 100.0 5,878,891 100.0 △0.4 30,700,648 100.0
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